
固定資産税

23.4億円

（46.1%）

個人市民税

19.4億円

（38.2%）

法人市民税

2.4億円

（4.8%）
市たばこ税

2.9億円

（5.7%）

軽自動車税

2.2億円

（4.2%）

その他

（入湯税、鉱

産税など）

0.5億円

（1.0%）

市税の状況

市税の合計

50.8億円

グラフでみるきょうたんごの予算

令市の収入

市税の状況

＜市税の内訳＞
京丹後市の市税は、市民税、固定資産税、
軽自動車税、市たばこ税、入湯税、鉱産税な
どがあります。
市税の内訳をみると、固定資産税が23.4億
円で市税の約5割近くを占めており、次いで個
人市民税が19.4億円、市たばこ税が2.9億円
となっています。

136.0億円

地方交付税

136.5億円

59.0億円

国府支出金

50.1億円

40.8億円

市債

33.2億円

14.7億円

各種交付金等

16.6億円

50.4億円

市税

50.8億円

18.8億円

繰入金

16.4億円

18.4億円

その他

19.6億円

0 100 200 300

R 元

R 2

（億円）

依存財源（73.1％） 自主財源（26.9％）

＜市税の推移＞
平成19年度の税源移譲で所得税（国税）が減少し個人市民税（地方税）が増加したことにより、
一時的に市税収入は伸びましたが、年々減少し近年では横ばい傾向にあります。令和2年度に
ついては、個人市民税や法人市民税、固定資産税、軽自動車税の増収を見込み、市税全体とし
ては0.8％の微増となっています。

3

323.2億円

338.1億円

（注）平成30年度以前は決算額、令和元年度及び令和2年度は予算計上額です。

参 考 ご覧いただく際の参考にしてください。

●市の予算は、『年度』という期間を使っています。

令和元年度とは、平成３１年４月１日から令和２年３月３１日までをいいます。

令和２年度とは、令和２年４月１日から令和３年３月３１日までをいいます。

●京丹後市の人口 ５万４，２８０人

（令和２年２月２９日現在の住民基本台帳による数値です。）

市の借金や貯金の、市民１人あたりの金額を計算する基礎に使いました。

53億円

59億円
58億円

56億円

52億円
51億円

50億円 50億円 50億円
51億円

50億円
51億円 51億円

50億円
51億円

45

50

55

60

H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度

（単位：億円）

令和２年度の収入の内訳

市の収入で一番金額の多いものは、国から配分される地方交付税の136.5億円で、次い
で市税50.8億円、国府支出金50.1億円の順となっています。
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科 目
民 生 費
公 債 費
衛 生 費
総 務 費
土 木 費
教 育 費
消 防 費
農 林 水 産 業 費
商 工 費
そ の 他
災 害 復 旧 費
合 計

令和2年度の一般会計予算をその性質ごとにグラフにしました。
人件費（職員の給料など）、公債費（借金の返済金）のように性質的な見方で区分した予

算を「性質別予算」といい、上記の目的別予算とともによく利用されます。
令和2年度の予算でみると、人件費が65.6億円と最も多く、次いで物件費50.6億円、公債

費46.2億円という順になっています。
人件費、公債費および扶助費（生活保護費、医療給付費など）は、必ず支払わなければな

らない経費であり、義務的経費といいます。この義務的経費の割合が高くなると、市民のみ
なさんへの助成金や建設工事などを縮小しなくてはならないことになります。
また、収入（特に税金など）が減ると、任意的経費（補助金、施設の管理費など）や投資

的経費（工事請負費や用地購入費など）をより多く削減する必要があり、市が独自に事業を
実施したくてもできない、いわゆる「財政の硬直化」が進むことになります。

56.1億円

人件費

65.6億円

45.5億円

扶助費

44.3億円

47.1億円

公債費

46.2億円

58.8億円

物件費

50.6億円

32.3億円

補助費等

40.9億円

36.5億円

繰出金

26.3億円

8.2億円

積立金ほか

17.2億円

53.6億円

投資的経費

32.1億円

0 50 100 150 200 250 300 350

R元

R2

義務的経費 任意的経費 投資

令和２年度の支出の内訳
令和元年度と令和2年度の一般会計予算を、その目的ごとにグラフで表しました。令和2

年度の予算でみると民生費（老人福祉、児童福祉など）が102.0億円と最も多く、次いで公
債費（借金の返済金など）の46.2億円、衛生費（医療対策、環境保全など）の39.4億円、総
務費（地域振興、情報化推進など）の36.6億円、土木費（道路橋梁、都市計画など）の
32.1億円という順になっています。
令和元年度と比較すると、衛生費が10.6億円減少しています。これは、峰山クリーンセ

ンター基幹的設備改良工事などが減少したためです。また、災害復旧費が10.2億円減少し
ています。これは、平成29・30年度の豪雨・台風により被災した施設の災害復旧工事など
が減少したためです。それ以外では、下水道事業会計繰出金の増加などにより土木費が4.9
億円増加しています。

◆性質別支出

■義務的経費 ■任意的経費 ■投資的経費
給与（人件費）、借金の返済金（公債

費）、生活保護費（扶助費）など、法令

などにより支出が義務づけられている

経費です。

市の判断により任意に支出できる

経費。各種団体への補助金や施設

の管理経費などがあります。

道路や学校、橋などの社会資本の

整備にあたる経費で、工事請負費や

用地購入費、災害復旧費などがあり

ます。

（億円）

323.2億

338.1億

98.2億円

民生費

102.0億円

47.1億円

公債費

46.2億円

50.0億円

衛生費

39.4億

38.2億円

総務費

36.6億円

27.2億円

土木費

32.1億円

23.7億円

教育費

27.6億円

15.4億円

消防費

13.9億円

16.2億円

農林水産業費

12.9億円

9.0億円

商工費

9.8億万円

2.9億円

その他

2.7億

災害復旧費

10.2億円

0 50 100 150 200 250 300 350

R元

R2

（億円）
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※令和2年度は、丹後地域公民館耐震化や峰山途中ヶ丘公園陸上競技場リニューアルをはじめとする大型建設事業等の
　実施があるものの、市債現在高は減少しています。
  しかしながら、令和3年度以降も大型事業が控える中、中長期的に市債現在高に留意していく必要があります。

※R元年度から簡易水道事業特別会計は水道事業に統合したため、R元年度末市債現在高は企業会計に加算している。
※R2年度から集落排水事業特別会計、公共下水道事業会計、浄化槽整備事業特別会計は下水道事業会計として企業会計に移
　行するため、R2年度末市債現在高は企業会計に加算している。

0
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200

250

300

350

400

450

H15年度末 H16年度末 H26年度末 H27年度末 H28年度末 H29年度末 H30年度末 R元年度末 R2年度末

80.3億円 78.8億円 69.9億円 67.1億円 71.5億円 96.1億円 108.1億円

169.2億円

406.8億円

249.0億円 253.9億円 325.3億円 323.0億円 321.2億円 320.1億円 316.6億円 252.9億円

11.5億円
（
億
円
）

特別会計・企業会計の市債現在高（残高）推移

企業会計 特別会計

令和2年度末の一般会計における市の借金の現在高見込額は390.5億円で、平成15年度末の現在高が

467.9億円でしたので、合併時から77.4億円減少したことになります。また、市の借金を市民のみなさん1

人あたりの額に換算すると約72万円になる見込みですが、この借金は返済金の一部が地方交付税（国から

の交付金）で返ってくるものも含むため、実質的にはこれよりも少ない額になります。

340
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480

H15年度末 H16年度末 H26年度末 H27年度末 H28年度末 H29年度末 H30年度末 R元年度末 R2年度末

467.9億円 467.7億円

433.6億円
422.7億円

406.0億円
397.1億円 392.2億円

401.5億円
390.5億円

（
億
円
）

一般会計市債現在高（残高）推移

京丹後市の市債（借金）と基金（貯金）の状況

市債（借金）
自治体の借金は、地方債または市債と呼ばれています。
自治体の予算には、「その年度に使うお金は、その年度に得る収入（市税や地方交付税など）でまかなう」こと

を基本とする「会計年度独立の原則」があります。
しかしながら、その年度で市民のみなさんからいただく税金や地方交付税などだけでは、多額の費用がかかる施

設の建設などの事業を行うことが困難です。また、将来にわたって使用するような施設の建設費を、その年度に住
んでいる住民の方だけが負担するよりも、その施設を利用することができる将来の住民の方が借金を返済する形で
少しづつ負担するほうが理にかなっています。

そこで、自治体にも、借金をすることができる「起債」という制度が定められています。
ただし、後年度負担が増えるため、やみくもに借り入れることは許されず、返済金の一部が後年度に地方交付税

として返ってくるようなものを中心として、慎重な借り入れを心がけています。

一般会計では借金を京丹後市発足以来計画的に削減

R元年度末及びR2年度末は見込み数値

R元年度末及びR2年度末は見込み数値
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R2.2.29現在人口
54,280人

1人当たり残高
13.3万円

地域振興基金

財政調整基金

合併逓減基金

基金合計

一方、令和2年度当初予算編成時における令和2年度末の一般会計の市の貯金（基金）の現在高は72.4億円になる

見込みで、市民のみなさん1人あたりに換算すると約13万円になります。

一人あたりの借金72万円から貯金13万円を差し引くと、59万円借金が多いことがわかります。

市では、こうした借金と貯金のバランスや経済の動向を考え、将来にわたるさまざまな財務分析をしながら効率

的な財政運営に努めています。

なお、令和2年度末における京丹後市の全会計の借金は808.7億円、貯金は73.8億円となる見込みです。

基金（貯金）
市には、土地や建物、物品や債権などさまざまな財産のほかに、一般家庭の貯金に相当する基金があります。

市の貯金は、財政調整基金、減債基金、その他の目的基金に大きく分けられます。

●財政調整基金
市ではいつもの年度と比べて収入が少なかったからといって行政サービスを低下させることはできませんし、

逆に、いつもの年度より収入が多かったからといって全額使いきるようなことはしてはいけません。このため、
余裕なお金があれば貯金として積み立て、災害などによりお金が不足するときは、貯金を取り崩してまかないま
す。このようにして積み立てられてきたお金が財政調整基金です。
令和元年度末の現在高見込額は15.9億円で、令和2年度末には10.9億円と貯金の現在高見込みは減っています

が、これは令和2年度予算を編成するため、未確定な特定財源の一時的な代替財源としているためです。基金か
らの繰り入れは、年度内の調整で可能な限り抑制していきます。

●合併特例措置逓減対策準備基金

市の普通交付税の合併算定替については、平成27年度から令和元年度までに段階的に削減され、令和2年度か

ら合併算定替の特例がなくなり、本来の額となります。合併算定替等の特例がなくなるからといって、急激に行

政サービス等を低下をさせることはできません。そこで、持続可能な財政運営にむけ積み立てられてたお金が合

併特例措置逓減対策準備基金です。

令和元年度末の現在高見込額は30.1億円で、令和2年度では5億円を取り崩し、財源確保している状況にあり

ます。
●その他の目的基金
災害対策基金や地域振興基金など、特定の目的を決めた基金です。令和元年度には、森林環境譲与税基金を創

設しました。

令和元年度末及び令和2年度末は見込み数値

17.0億円 17.0億円
18.9億円 19.9億円

21.9億円

13.9億円
15.9億円 15.9億円

10.9億円
3.0億円

27.3億円

23.6億円
20.5億円

17.6億円
14.2億円 11.4億円

9.2億円

30.0億円

35.0億円

40.0億円 40.0億円
37.6億円

30.1億円

25.1億円

27.6億円
30.6億円

88.7億円

103.2億円

111.7億円

103.7億円

98.6億円

85.2億円

72.4億円
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一般会計基金の年度末現在高推移

財政調整基金 地域振興基金 合併逓減基金 基金合計
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※市議会議員の定数は、令和2年5月16日以降20人となります。
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H15年度 H16年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度

937

〔1,301〕
889

〔1,264〕

676

〔1,085〕
670

〔1,078〕
675

〔1,084〕
664

〔1,093〕
661

〔1,085〕
652

〔1,069〕
650

〔1,071〕

（人）

一般会計職員数

一般会計における職員数の推移（各年度の4月1日現在で比較しています）

令和2年度の一般会計職員数

（会計年度任用職員以外の職員）

は650人で、前年度より2人減と

なっています。主な内訳は、新規

採用者の増が30人、会計間異動等

の増が1人、退職による減が33人

となっています。

※〔 〕内人数は病院医師など

の公営企業等会計部門も含めた京

丹後市全体の職員数の推移です。

全体の職員数では合併前から230

人減少しています。

令和２年度の人件費の状況

令和2年度の一般会計における人件費（報酬や給料・手当のほか、共済費も含む）は、総額で65億6,302

万円となっています。令和元年度の人件費総額が56億6,308万円でしたので、8億9,994万円の増額となりま
した。この要因は、令和2年度より会計年度任用職員制度が導入され、臨時的任用職員等が会計年度任用職

員に移行することに伴い、歳出予算の性質が物件費（賃金、共済費）等から人件費（報酬、職員手当等、
共済費）に変わることによるものです。会計年度任用職員制度では、臨時的任用職員等には支給されてい

ない期末手当を、条件を満たした会計年度任用職員に支給することとなります。
令和2年度の人件費（報酬や給料・手当のほか、共済費も含む）の内訳は、理事者（市長・副市長・教育

長）が6,950万円、市議会議員が1億5,954万円、その他の特別職（審議会の委員、消防団員など）が1億
5,497万円、会計年度任用職員が10億6,351万円、一般職員（会計年度任用職員以外の職員）が51億1,550万

円となっています。
人件費は、財政を圧迫する要因となることから、今後も行財政改革を推進して適正な職員定員の管理に

努めていく必要があります。

合併前の平成15年度と令和2年度を比較すると、287人の減となっています

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

一般職員 650人

（前年度 652人）

会計年度任用職員 618人

（前年度 0人）

その他の特別職 2,924人

（前年度 3,401人）

市議会議員 20人

（前年度 22人）

理事者 4人

（前年度 4人）

8億2,517万円

1億1,782万円

9,302万円

23億7,220万円

3,462万円

19億680万円

9,867万円

3,223万円

2,596万円

8億3,650万円

13,967万円

3,715万円

3,429万円

892万円

報酬 給料 各種手当 共済費等

↓合計 6,950万円（前年度 6,640万円）

↓合計 1億5,954万円（前年度 1億7,160万円）

↓合計 1億5,497万円（前年度 2億9,075万円）

↓合計 51億1,550万円（前年度 51億3,433万円）

287人の減

↓合計 10億6,351万円（前年度 0万円）
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H30財政力指数 H30経常収支比率

地方税の収入能力、普通交付税に
依存する度合いがどの程度かを示す
もので、基準財政収入額を基準財政
需要額で割って算出します。地方交
付税を算定する基準となり、財政力
指数が高いほど財源に余裕がある団
体といえ、1.00を超えると普通交
付税の不交付団体となります。

その地方公共団体の財政構造の弾
力性を測定する比率として使用され
るもので、人件費、扶助費、公債費
など歳出の経常経費の一般財源に市
税、普通交付税、地方譲与税などの
経常的な収入の一般財源がどの程度
充てられるかを示すものです。経常
収支比率が高い団体は、財政構造が
硬直化傾向にあるため、経常的経費
の抑制に努める必要があります。

【分析】
財政力指数は0.31から0.30と0.01
低くなりました。依然として市税などの
自主財源が少なく、収入より支出の
規模のほうが多い財源状況となって
います。市税の徴収強化や人件費を
はじめとした支出の見直しなど行財
政改革をいっそう推進する必要があ
ります。

【分析】
経常一般財源について、歳出の扶
助費、公債費、繰出金が増加し、歳
入の普通交付税などが減少したこと
から、経常収支比率が94.9％から
95.5％と0.6ポイントの増加となりまし
た。
経常経費の抑制にいっそう努める
必要があります。

長岡京市 0.84

京田辺市 0.80

宇治市 0.76

向日市 0.73

舞鶴市 0.70

八幡市 0.69

木津川市 0.65

城陽市 0.64

亀岡市 0.59

福知山市 0.54

綾部市 0.51

宮津市 0.43

南丹市 0.32

0.30

（前年　0.31）

府内平均
（京都市除く）

0.54

市平均 0.61

町村平均 0.46

財政力指数（３か年平均）
[高いほうがよい]

京丹後市

資料：平成30年度地方公共団体の主要
財政指標一覧（総務省ＨＰ）
（注）平成28年度から平成30年度までの
平均値

綾部市 91.7

城陽市 93.1

木津川市 93.6

京田辺市 94.1

八幡市 95.0

長岡京市 95.1

95.5

（前年　94.9）

南丹市 95.5

宇治市 95.8

亀岡市 96.4

福知山市 96.5

舞鶴市 96.5

向日市 97.0

宮津市 102.5

府内平均
（京都市除く）

94.6

市平均 95.6

町村平均 93.4

経常収支比率（％）
[低いほうがよい]

京丹後市

H30実質公債費比率

地方公共団体の標準財政規模に占
める借金返済額などの割合を示しま
す。一般会計だけでなく、特別会計
や企業会計などの借金のほか債務負
担行為なども加えた比率です。18％
以上になると、地方債の発行に際し
知事の許可が必要になり、25％以上
になると一般単独事業などに係る地
方債の発行が制限されます。

【分析】
公債費が増加していることなどによ
り、11.1％から11.4％と0.3ポイントの
増加となりました。
地方債許可団体への移行基準で
ある18.0％には達していませんが、
地方公共団体の財政信用力を示し、
市債発行の基準となる重要な指標で
すので、その動向に留意する必要が
あります。

長岡京市 0.4

八幡市 1.3

宇治市 1.6

向日市 3.0

京田辺市 3.0

城陽市 8.8

木津川市 9.6

綾部市 9.8

福知山市 11.2

舞鶴市 11.2

11.4

（前年　11.1）

亀岡市 13.4

南丹市 13.6

宮津市 20.9

府内平均
（京都市除く）

8.1

市平均 8.5

町村平均 7.7

実質公債費比率（％）
[低いほうがよい]

京丹後市

京丹後市の財政状況を京都府内の市と比べると

資料：平成30年度地方公共団体の主要
財政指標一覧（総務省ＨＰ）
（注）平成28年度から平成30年度までの
平均値

資料：平成30年度地方公共団体の主要
財政指標一覧（総務省ＨＰ）
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